
 

 

議案第１４号  

 

   秦野都市計画事業秦野駅南部（今泉）土地区画整理事業施行に関 

   する条例の一部を改正することについて 

 

 秦野都市計画事業秦野駅南部（今泉）土地区画整理事業施行に関する条例の

一部を別紙のとおり改正するものとする。 

 

  令和２年２月２６日提出 

 

秦野市長 高 橋 昌 和  

 

 

提案理由 

 土地区画整理法施行令の一部改正に伴い、換地処分を行った際の清算金の分

割徴収又は分割交付に係る利子の利率について、民法に規定する法定利率とす

るため、改正するものであります。 



秦野市条例第  号  

 

   秦野都市計画事業秦野駅南部（今泉）土地区画整理事業施行に関 

   する条例の一部を改正する条例 

 

 秦野都市計画事業秦野駅南部（今泉）土地区画整理事業施行に関する条例 

（平成２７年秦野市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

 第１９条第２項中「利子は、年６パーセント」を「利子の利率は、法第 

１０３条第４項の規定による公告があった日の翌日における民法（明治２９年

法律第８９号）に規定する法定利率」に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日（次項において「施行日」という。）から

施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の秦野都市計画事業秦野駅南部（今泉）土地区画整

理事業施行に関する条例第１９条第２項の規定は、施行日の前日以後に土地

区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第１０３条第４項の規定による公

告があった換地処分に係る清算金に付すべき利子の利率について適用し、施

行日の前々日までに同項の規定による公告があった換地処分に係る清算金に

付すべき利子の利率については、なお従前の例による。 
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議案第１４号 秦野都市計画事業秦野駅南部（今泉）土地区画整理事業施行に関する条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

新 旧 

 （清算金の分割徴収又は分割交付）  （清算金の分割徴収又は分割交付） 

第１９条 （略） 第１９条 （略） 

２ 前項の規定により清算金を分割徴収し、又は分割交付する場

合におけるその清算金に付すべき利子の利率は、法第１０３条

第４項の規定による公告があった日の翌日における民法（明治

２９年法律第８９号）に規定する法定利率とし、前項後段に規

定する日から付するものとする。 

２ 前項の規定により清算金を分割徴収し、又は分割交付する場

合におけるその清算金に付すべき利子は、年６パーセントと

し、前項後段に規定する日から付するものとする。 

３－７ （略） ３－７ （略） 

  

  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、令和２年４月１日（次項において「施行日」と

いう。）から施行する。 

 

 （適用区分）  

２ この条例による改正後の秦野都市計画事業秦野駅南部（今

泉）土地区画整理事業施行に関する条例第１９条第２項の規定

は、施行日の前日以後に土地区画整理法（昭和２９年法律第 

１１９号）第１０３条第４項の規定による公告があった換地処
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分に係る清算金に付すべき利子の利率について適用し、施行日

の前々日までに同項の規定による公告があった換地処分に係る

清算金に付すべき利子の利率については、なお従前の例によ

る。 

  

 



議案第１４号資料  

 

清算金の分割徴収及び分割交付における利子の利率の変更について 

 

１ 土地区画整理事業における清算金 

  土地区画整理事業では、土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号。以

下「法」という。）第８７条第１項の規定により、換地の内容及び清算金 

（整理前後において生じた土地の不均衡を是正する金額）を定める換地計画

を作成し、施行地区内の関係権利者に通知します。 

  清算金の金額は、換地処分の公告の日の翌日に確定し、施行者は、関係権

利者に対して清算金の徴収又は交付を行い、滞納がある場合は、滞納処分を

行います。 

  清算金の徴収又は交付においては、法第１１０条第２項の規定により、 

「利子を付して、分割徴収し、又は分割交付する」ことができ、その利子の

利率は、土地区画整理法施行令（昭和３０年政令第４７号。以下「施行令」

という。）第６１条第１項の規定により、「年６パーセント（分割徴収する

場合にあっては、年６パーセント以内で規準、規約、定款又は施行規程で定

める率）」とされています。 

 

２ 利率の変更 

  施行令の改正に伴い、清算金の分割徴収又は分割交付における利子の利率

を「年６パーセント」から「法第１０３条第４項の規定による公告があった

日の翌日における民法（明治２９年法律第８９号）に規定する法定利率」と

するものです。 

  なお、法定利率は、改正民法（令和２年４月１日施行）第４０４条第２項

の規定により年３パーセントとされ、同法の施行後、３年ごとに見直されま

す。 


